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事　　務　　執　　行　　概　　要

　都市整備総務課においては、都市整備部事務事業を効率的かつ円滑及び適正に遂行するため都市整備行政の総合的な企画調整をはじめ、部の人事、予算、決算事務等、所管事務の適正な処理に努めた。

予　算　執　行

　　予算の執行にあたっては、地方自治法及び大阪府財務規則その他の関係法令を遵守し、行政効果の向上に常に留意しつつ、下記のとおり適正かつ効率的な予算執行に努めた。

(ｱ)　歳　　　　入

　　当該年度の歳入額は、一般会計2,513万8,324円、特別会計 36万9,657円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	都市整備費
国庫補助金
	円

22,783,000　
	％

90.6　
	・社会資本整備総合交付金

	物品売払収入
	189,000　
	　　　0.8　
	・公用車の売却

	雑　　　入
	2,166,324　
	　　　8.6　
	・独立行政法人国際協力機構派遣

職員にかかる収入　等

	合　　計
	25,138,324　
	100.0　
	


流域下水道事業特別会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　考

	雑入
	円

348,539　
	％

100.0 
	・職員手当等にかかる戻入 等

	合　　　　計
	348,539　
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　考

	雑入
	円

21,118　
	％

100.0 
	・職員手当等にかかる戻入 等

	合　　　　計
	21,118　
	100.0
	


(ｲ)　歳　　　　出

　　 当該年度の歳出額は、一般会計108億3,515万5,335円、特別会計28億7,944万2,408円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	都市整備総務費
	円

10,778,627,349　
	％

99.5　
	・人件費及び事業執行に必要な旅費等の事務費 等

	道路橋りょう費
	26,402,710　
	0.3　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料

	海岸保全費
	150,900　
	0.0　
	・出先機関庁舎機械警備業務委託

	河川砂防費
	15,857,630　
	0.1　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料 等

	港湾費
	912,910　
	0.0　
	・出先機関庁舎機械警備業務委託 等

	公園費
	9,242,829　
	0.1　
	・都市整備部低公害車導入に係る使用料

	一般管理費
	3,718,867  
	0.0  
	・非常勤作業員雇用に係る経費　等

	防災総務費
	237,140  
	0.0  
	・事業執行に必要な旅費等の事務費

	住宅まちづくり総務費
	5,000  
	0.0  
	・会場使用料

	合　　　　計
	10,835,155,335 
	100.0　
	


流域下水道事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	流域下水道費
	円

2,393,660,512 
	％

100.0
	人件費 等

	合　　　　計
	2,393,660,512 
	100.0 
	


港湾整備事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	港湾整備事業費
	円

305,105,422 
	％

 100.0
	人件費

	合　　　　計
	305,105,422 
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　考

	土地区画整理事業費
	円

180,676,474 
	％

 100.0
	人件費 等

	合　　　　計
	180,676,474 
	100.0
	


(1)　総務・企画グループ

１　総 務 的 事 項

課の人事管理、予算執行、一般庶務、職員の衛生管理に関する事項等の適正な執行に努めるとともに、都市整備行政の円滑な推進をはかるため、部内外の連絡調整に努めた。

事 務 執 行 概 要

ア．人事管理

服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務の遂行を期すとともに、職場の明朗化と事務処理の能率化に努めた。

イ．職員の衛生管理

常に職場環境の整備改善を図り、課員の健康保持、疾病予防に努めた。

ウ．部業務の連絡調整

府議会等の連絡調整を行うため、他部局課等との連絡を密にし、業務の円滑な推進に努めた。

エ．その他

主たる物品の購入状況

　　　　　　該　当　　なし

２　企 画 的 事 項

部の行政の企画及び調整に関する事務、部の広報及び広聴に関する事務を執行し、都市整備行政の効率的な運営、事業の円滑な推進に資するよう努めるとともに、部所管の訴訟事件等に関する事務を処理した。

　　なお、平成28年度におけるそれぞれの事務執行状況は次のとおりである。

事 務 執 行 概 要

ア．部の行政の企画及び調整に関する事務

　　①　府議会関係事務

提出予定議案について法規面における調整を行うとともに、本会議、委員会等における関係資料の調整に関する事務を行った。

②　法規関係事務

部所管の条例、規則、告示等について法規審査を行った。

③　国家予算要望関係その他の事務

部の国家予算の編成に関する要望・提案の取りまとめを行うとともに、市長会等各種団体からの要望の検討整理を行った。

イ．部の広報、広聴に関する事務

　　　情報主任会議を通じて、部の広報、広聴事務の円滑な推進に努めた。

ウ．部所管の訴訟等に関する事務

抗告訴訟及び損害賠償請求などの事件で平成27年度末において係属中の事件は10件である。平成28年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件は5件であり、平成28年度中に解決した事件は4件である。この結果、平成28年度末において係属中の事件は11件で、それぞれの概要は次のとおりである。

1 　平成28年度に新たに提起された事件、訴訟に補助参加した事件、又は訴訟告知された事件（訴訟が係属中のもの）　＜5件＞

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

平成28年（ワ）第6007号　所有権移転登記請求事件

H28. 6.20　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

原告は、大阪府が道路事業用地として買収し、一般国道310号の道路区域に編入した土地の一部について、隣接地と一体的に駐車場として整備し、利用を始めた。

大阪府は、原告が本件土地を不法に占用しているため、土地の明け渡しを求めたが、原告は従わず、大阪府に対して土地の時効取得を主張した。

本件は、原告が、本件土地の一部につき、時効取得を原因とする所有権移転登記手続きを求めて、訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

平成28年（行ウ）第181号　土地収用補償金請求事件

H28. 7. 8　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

大阪府は、安威川ダム建設事業に必要な土地について、所有権を有する原告及び共有者（16名）に対して任意で用地買収の交渉を進めてきた。

原告を除く共有者は任意での買収交渉に応じたため、大阪府は、安威川総合開発事業損失補償基準協定に基づく補償を行い、買収手続を完了した。ところが、原告は交渉に応じなかったため、大阪府収用委員会に対して収用申請を行い、大阪府収用委員会は収用裁決を行った。

原告は、本件裁決に基づく補償金の受取りを拒否したため、大阪府は補償金を供託し、本件土地の所有権移転登記を完了した。

本件は、原告が本件裁決における補償額が著しく低い旨主張し、原告主張額と補償額の差額の支払い等を求めて、訴えを提起したもの。

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成28年（行ウ）第223号　原因者負担金負担命令取消請求事件

　　　　　　　　H28. 9.24　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　原告が、河川法第55条に違反して河川保全区域内の土地に設置していたサイコロブロックが、一級河川梅川に崩落して護岸が崩壊した。大阪府は、ブロックの撤去や護岸復旧工事等を行い、かかった費用については、河川法第67条に基づいて原告に対して原因者負担金負担命令を行った。

原告はこれを納付したが、同時に、大阪府に対して本件審査請求を行い、大阪府はこれを棄却した。
　　本件は、原告が、本件命令は違法（河川法第67条に該当しない行政処分）である旨主張し、本件処分の取消し等を求めて、訴えを提起したもの。

	4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成28年（ワ）第10140号　境界確定請求事件

　　　　　　　　H28.10.18　提　　起

　　　　　　　　H28.12.14　訴訟告知

	
	□事件の概要

　　国道173号の内務省名義の土地に隣接する民と民の境界に関する訴訟について、本件土地の道路管理者である大阪府が利害関係者にあたるとして、原告代理人から訴訟告知を受けたもの。

	5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成29年（ワ）第1952号　原状回復等請求事件

　　　　　　　　H29. 3. 2　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

　　原告は、大阪府が公募する箕面森町第3区域内の土地を落札し、大阪府と本件土地の売買契約を締結した。
その後、大阪府が、原告に対して、本件土地に隣接する道路は、都市計画上、特殊道路（自転車・歩行者専用道路）となり、車両出入口の設置については箕面市から厳しい指導がある旨伝えた。

本件は、原告が、車両出入口が設置できると信じて本件契約を締結したのであるから、これができないのであれば、本件契約は民法第95条の要素の錯誤により無効である旨主張し、錯誤無効に基づく原状回復等を求めて、訴えを提起したもの。


2 　平成28年度に解決した事件（平成27年度以前に提起されたもの）　＜4件＞

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成25年（ワ）第5873号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H25. 6.10　提　　起

	
	大阪高等裁判所

　　　　　　　　平成27年（ネ）第3178号　損害賠償請求控訴事件

　　　　　　　　H27.10.19　提　　起

	
	最高裁判所

　　　　　　　　平成28年（オ）第1163号

　　　　　　　　平成28年（受）第1487号

　　　　　　　　H28. 5. 9　提　　起 

	
	□被　　　告　　大阪府　

□事件の概要

　　原告が、府道信太高石線を自転車で走行中、歩行者を避けようとしたところ道路に設置された集水桝の窪みに前輪を取られ横転し、負傷を負ったとして、原告から、国賠法第2条に基づき、大阪府に対し、本件事故により被った治療関係費、通院交通費、休業損害等の支払いを求めて訴えを提起したもの。

□終　　　結　　H28. 9.29　勝　　訴


	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成26年（ワ）第9005号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H26. 9.22　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外2名

□事件の概要

　　大阪府、堺市及び阪神高速道路株式会社は、「南部大阪都市計画道路事業1・3・0－1号大和川線」を実施し、これに関連して大阪府は、「南部大阪都市計画道路事業3・2・217-2号堺松原線」を実施している。

本件は、大阪府が実施する「南部大阪都市計画道路事業3・2・217-2号堺松原線」の道路整備工事において、工事区間の南側に共同住宅を所有する原告が、本件工事が原因で共同住宅の入居者数が減少したなどと主張して、損害金等の支払いを求めて訴えを提起したもの。

□終　　　結　　H28. 8.24　勝　　訴

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成27年（ワ）第597号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H27. 1.23　提　　起

　　　　　　　　H27.10.28　訴訟告知

　　　　　　　　H27.12.15　補助参加決定

	
	□被　　　告　　大阪府　外2名

□事件の概要

　大阪市内の片側１車線道路を走行していた原動機付自転車の運転手が死亡するという事故が発生した。

　　本件事故の被害者の両親である原告らは、被害車両が道路上に残置されていた木材によりバランスを崩した後、道路上に突出した形で設置されている階段に衝突の上、事業用中型貨物自動車により轢過され死亡したものと主張し、本件道路の管理者である大阪市、加害車両の運転手及び当該運転手が勤務する運送会社に対して、死亡慰謝料や逸失利益等の支払いを求めて訴えに及んだ。

　　本件は、告知人（被告）大阪市が、階段は大阪府の設置管理物（河川管理施設）であるとし、万一敗訴した場合の損害賠償義務による負担については、大阪府に対し求償なし得るものとして、大阪府に対し本件訴訟を告知したもの。

□終　　　結　　H29. 1.30　勝　　訴

	4
	□事　件　名　　大阪簡易裁判所

　　　　　　　　平成27年（ハ）第16372号　損害賠償（交通）請求事件

　　　　　　　　H27. 6.24　提　　起

	
	大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成27年（ワ）第10971号　損害賠償請求事件

（大阪簡易裁判所から移送）

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

原告が、府道吉野下田尻線を車両で走行中、道路の中央部付近にあった穴ぼこにはまり、右側前後のタイヤ及びホイール等に損傷が生じたと主張して、道路を管理する大阪府に対して、本件事故により被った修理費用及びレッカー費用等の支払いを求めて訴えを提起したもの。

□終　　　結　　H28. 6.14　和　　解


3 　平成27年度以前に提起され、平成28年度末においてなお係属中の事件　＜6件＞

	1
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成23年（ワ）第10935号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H23. 8.29　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府　外4名

□事件の概要

　　大阪府の調節池築造工事について、請負業者が行った家屋調査の結果、施工箇所に隣接する原告の土地が地盤沈下し、同土地上の工場建物内のクレーン設備等に損傷が発生していることが判明した。大阪府は損失補償として、クレーン設備等の損傷に対する補償額の提示を行ったが、原告は調節池の設置及び管理に瑕疵があり、損害を被ったとして、国賠法第1条及び第2条並びに民法第709条及び第717条に基づき本件土地及び建物の復旧工事費用を支払うよう求めて訴えを提起したもの。

	2
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成24年（行ウ）第166号　違法確認等（住民訴訟）請求事件

　　　　　　　　H24. 8.17　提　　起（大阪府北部流域下水道事務所長）

　　　　　　　　H25. 5.20　被告変更決定

(大阪府北部流域下水道事務所長から大阪府知事へ変更)

	
	大阪高等裁判所

　　　　　　　　平成29年（行コ）第90号　違法確認等（住民訴訟）控訴事件

　　　　　　　　H29. 3.10　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府知事

□事件の概要

　　高槻水みらいセンター（高槻ＭＣ）は、市町村が設立した一部事務組合が管理を行ってきたが、平成20年度からは、大阪府が管理・運営を行うこととなり、高槻ＭＣの施設を現状のまま引き継いだ。高槻ＭＣ内には、職員の福利厚生施設としてのテニスコートがあるが、大阪府に管理が移った後も高槻市職員テニス部が独占的に使用していた。原告らは、北部流域下水道事務所長らが、テニスコートの鍵を所持していた高槻市職員厚生会に対して独占使用を許し、使用料相当額を徴収することさえしなかったことが違法であるとの確認を求めて、所長を被告として住民訴訟を提起した。その後、原告からの申立てにより、被告が所長から知事へ変更されたたもの。

	3
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成26年（行ウ）第29号　公金支出差止請求事件（住民訴訟）

　　　　　　　　H26. 2.17　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府知事

□事件の概要

　　大阪府が進める安威川ダム建設事業について、知事は、平成9年に、安威川ダム建設事業全体計画にかかる建設大臣の認可を受け、平成19年、本件ダムの建設計画を含む淀川水系神崎川ブロック河川整備計画にかかる国土交通省近畿地方整備局長の認可を受けた。また、ダム本体工事については、大阪府議会平成26年2月定例会で可決承認され、工事請負契約の締結を行った。原告らは、平成25年11月、本件事業に公金を支出させないなど必要な措置を講ずるよう勧告することを求めて住民監査請求をしたところ、平成26年１月、大阪府監査委員は、同請求を棄却した。

本件は、原告らが、知事に対して、本件事業は、ダム建設予定地がダム建設に適さず、災害を防止するどころか人災を誘発しかねない危険な計画であるから、河川法第1条の目的に合致しない違法な計画であること、本件事業は何ら実効性がないものであって、地方自治法第2条第14項及び地方財政法第4条第1項に違反することなどを主張して、本件事業に関して、一切の公金の支出等の差止めを求めて住民訴訟を提起したもの。

	4
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

　　　　　　　　H26. 6.19　提　　起（その後、関連訴訟と併合）

	
	□原　　　告　　大阪府

□事件の概要

平成18年12月、大阪府は、被告と「都市計画道路大和川線シールド区間詳細設計委託」契約を締結し、平成20年3月、成果品の納品を受けた。この成果品の検討内容は、立坑に作用する外力の設定等に誤りがあり、立坑の安定性について、実際は不安定であるにも関わらず「安定している」と誤った内容を記載したものであった。その後も、被告は「立坑は安定している」と誤った説明を続けていた。大阪府は、被告の主張を信じ、平成23年3月、開削工事を開始した。
その後、施工業者の指摘や学識経験者が参画した検討により、立坑の不安定性が明らかとなり、大阪府は、開削工事の一時休止及び安定化対策のための追加工事の発注を行った。被告が、正しい設計を行わず、「立坑は不安定である」という正しい情報を大阪府に伝えなかったことにより、大阪府は、過大な工事費を支出することとなったことから、大阪府が被った損害金等の支払いを求めて訴えを提起したもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

	5
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

平成27年（ワ）第3988号　委託代金支払請求事件

H27. 4.18　提　　起

H27. 7. 2  関連訴訟と併合

	
	□被　　　告　　大阪府

□事件の概要

大阪府が原告と締結した「一級河川寝屋川香里西調節池外構造物補修設計委託」契約に基づく委託代金について、大阪地方裁判所平成26年（ワ）第5652号事件において、原告に訴求している損害賠償請求権を自働債権として相殺したところ、原告が、大阪府の損害賠償請求権は存在しないことを主張し、大阪府に相殺された委託金額の支払い等を求めて訴えに及んだもの。

※関連訴訟　大阪地方裁判所　

平成26年（ワ）第5652号　損害賠償請求事件

	6
	□事　件　名　　大阪地方裁判所

　　　　　　　　平成28年（行ウ）第92号　損害賠償等請求事件（住民訴訟）

　　　　　　　　H28. 3.25　提　　起

	
	□被　　　告　　大阪府知事

□事件の概要

　　平成27年2月、大阪府は、原告ら外18名が共有する土地について、安威川ダム建設事業に必要であることから、公共用地境界を確定するとともに、同年3月、面積を測量した。測量の結果、土地の面積は、公簿上は462㎡であるものの、実測では868.62㎡であることが判明した。その後、大阪府は、土地の買収のために、原告らを除く共有者に対して、実測面積に基づく補償を行った。

平成28年2月、原告らは、補償は当時の安威川ダム建設事務所長らの不法行為であり、大阪府は所長らに対する不法行為に基づく損害賠償請求権等の行使を怠っているとして、大阪府監査委員に対して住民監査請求を行ったが、同年2月、委員は、監査請求を却下した。

本件は、原告らが、測量及びこれに基づく補償は当時の所長である大阪府職員及び大阪府知事の不法行為であるなどと主張して、大阪府知事に対して、①両者に対して損害賠償請求すること及び②原告を除く本件共有者に対して不当利得額に応じた金員を請求することを求めて住民訴訟を提訴したもの。


エ．平成28年度　条例、規則等の制定及び改廃

①　条例の制定及び改廃

○　大阪府附属機関条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府条例第16号
	流域下水道事業において、公営企業として将来にわたり計画的かつ合理的に事業運営していくための中長期的な経営の基本計画である経営戦略を策定するにあたり、調査審議に関する事務を行う附属機関として「大阪府流域下水道事業経営戦略審議会」を設置するため及び、「大阪府水と緑の健康都市オオタカ保全審議会」の目的が達成されたことにより、当該審議会を廃止するための所要の改正


○　大阪府港湾施設条例の一部を改正する条例
	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府条例第44号
	堺市堺区匠町の多目的広場について、コンサート等の緑地利用の多様化に対応するため、利用の状況に合わせた使用料金を設定するための所要の改正


○　大阪府建築都市行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条　　

　　例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府条例第45号
	大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法等に基づく事務について、同意のあった市町へ権限を委譲するための所要の改正


○　大阪府都市公園条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府条例第46号
	大阪府が直営管理している箕面公園昆虫館の業務について、箕面公園の指定管理業務に一元化するための所要の改正


○　大阪府りんくうタウン共同溝工事負担金及び管理分担金徴収条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府条例第47号
	ガス事業法の改正により、ガス事業の類型が見直しされたことに伴う、所要の改正


○　大阪府流域下水道の構造の技術上の基準及び終末処理場の維持管理に関する条例の一部を改正する条例

	公布年月日
	条　例　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府条例第48号
	下水道法の改正に伴い、下水暗渠内への民間事業者による熱交換器等を設置する許可手続き及び許可基準等を設けるための所要の改正（名称含む）


②　規則の制定及び改廃
　　　○　大阪府風致地区内における建築物の規制に関する条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H28.7.19
	大阪府規則第123号
	独立行政法人森林総合研究所法の改正に伴う所要の改正


○　大阪府泉佐野丘陵緑地運営審議会規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H28.9.26
	大阪府規則第135号
	大阪府泉佐野丘陵緑地運営審議会の委員の任期を１年から２年に改正


　○　府土木事務所長等の職にある職員に権限を委任する規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H28.10.5
	大阪府規則第141号
	道路法の改正に伴う所要の改正


　○　大阪府風致地区内における建築物の規制に関する条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H29.2.24
	大阪府規則第5号
	国立研究開発法人森林総合研究所法の改正に伴う所要の改正


　○　大阪府水と緑の健康都市オオタカ保全審議会規則を廃止する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府規則第36号
	大阪府水と緑の健康都市オオタカ保全審議会の廃止に伴う規則の廃止


○　大阪府流域下水道の構造の技術上の基準及び終末処理場の維持管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H29.3.29
	大阪府規則第37号
	大阪府流域下水道の構造の技術上の基準及び終末処理場の維持管理に関する条例の改正に伴う所要の改正


　　○　大阪府都市公園条例施行規則の一部を改正する規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H29.3.30
	大阪府規則第71号
	大阪府都市公園条例の改正に伴う所要の改正


○　大阪府流域下水道事業経営戦略審議会規則

	公布年月日
	規　則　番　号
	改正内容

	H29.3.30
	大阪府規則第72号
	大阪府流域下水道事業経営戦略審議会を知事の附属機関として設置することに伴い、必要な事項を規定


③　訓令の制定及び改廃
○　大阪府安威川ダム建設事務所処務規定の一部改正

	公布年月日
	訓　令　番　号
	改正内容

	H28.5.23
	大阪府訓令第19号
	組織の改正に伴い所掌事務の改正


 (2)　人事グループ

部の人事については、職員の異動、昇任昇格者調整、職員の退職事務、部内職員研修、部内職員表彰及び部の行政運営の管理に関する事務を行った。

このほか、組合交渉、職免、公務災害等人事に関する業務を処理した。

ア．昇任昇格一覧表（所属別、職階別）28年度
・28年度中に昇任発令のあった者の数を示す。なお、所属は昇任前の所属を、職階は昇任後の職階を示してある。

	職種・職階

所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合

　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	都市整備総務課
	1
	
	1
	2
	2
	6
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	6

	事業管理室
	
	
	
	
	
	0
	1
	1
	
	1
	
	3
	
	
	0
	3

	都市計画室
	
	
	1
	1
	1
	3
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	0
	5

	交通道路室
	
	
	1
	1
	1
	3
	1
	2
	1
	4
	3
	11
	
	
	0
	14

	河川室
	
	
	
	1
	
	1
	
	1
	1
	2
	2
	6
	
	
	0
	7

	下水道室
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	2
	
	2
	
	
	0
	3

	用地課
	
	
	1
	1
	3
	5
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	5

	収用委員会事務局
	
	
	
	1
	
	1
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	1

	計
	1
	1
	4
	7
	7
	20
	2
	4
	2
	10
	6
	24
	0
	0
	0
	44


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技能労務
	合
　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	計
	

	港湾局
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	2
	3
	3
	8
	
	2
	2
	12

	池田土木事務所
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	2
	1
	3
	
	1
	1
	6

	茨木土木事務所
	
	
	
	
	4
	4
	
	
	3
	1
	2
	6
	
	1
	1
	11

	枚方土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	3
	1
	5
	
	1
	1
	7

	八尾土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	0
	3

	富田林土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	1
	2
	4
	
	1
	1
	6

	鳳土木事務所
	
	
	
	
	2
	2
	
	
	
	1
	2
	3
	
	
	0
	5

	岸和田土木事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	3
	1
	4
	
	1
	1
	5

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	0
	2

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	
	3
	4
	
	1
	1
	6

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	1
	
	1
	2
	
	
	0
	3

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	2
	2
	5
	
	
	0
	5

	南部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	2
	3
	5
	
	
	0
	5

	安威川ダム建設事務所
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	2
	3
	
	
	0
	3

	箕面整備事務所
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	
	
	0
	
	
	0
	1

	計
	0
	0
	0
	1
	15
	16
	0
	0
	11
	20
	25
	56
	0
	8
	8
	80

	合　　計
	1
	1
	4
	8
	22
	36
	2
	4
	13
	30
	31
	80
	0
	8
	8
	124


　イ．退職者一覧表　（28年度）
・28年度中に退職した者の数を示す。　
	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	技手
	計
	

	都市整備総務課
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	0

	事業管理室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	2
(2)
	
	3

(2)
	
	
	
	
	0
	3
(2)

	都市計画室
	
	
	
	
	
	
	0
	1
	
	1
	
	
	
	2
	
	
	
	
	0
	2

	交通道路室
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	0
	2

	河川室
	
	
	1
	
	
	1
	2
	
	1
	
	
	
	1
	2
	
	
	
	
	0
	4

	下水道室
	
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	0
	1

	用地課
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	1

	収用委員会事務局
	
	1
	
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	1

	計
	0
	1
	3
	0
	0
	1
	5
	1
	2
	3
	0
	2
(2)
	1
	9

(2)
	0
	0
	0
	0
	0
	14
(2)


＊（　）は再任用で内数
	Ｍ
	部長級
	Ｐ
	課　長　補　佐　級

	Ｎ
	次長級
	Ｑ
	主　　　査　　　級

	Ｏ
	課　　　長　　　級
	Ｒ
	主事･技師級


	職種・職階
所　　　属
	事　　　務
	技　　　術
	技 能 労 務
	合
　　　　　　計

	
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	Ｍ
	Ｎ
	Ｏ
	Ｐ
	Ｑ
	Ｒ
	計
	総括指導技手
	指導技手
	指導技手補
	技手
	計
	

	港湾局
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	1
	
	1
(1)
	1
(1)
	3
(2)
	
	
	1
	5
(5)
	6
(5)
	11
(7)

	池田土木事務所
	
	
	
	
	
	4
(2)
	4
(2)
	
	
	
	
	1
	3
	4
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	9
(3)

	茨木土木事務所
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	1
	
	
	3
(2)
	3
(1)
	7
(3)
	
	
	
	
	0
	8
(3)

	枚方土木事務所
	
	
	
	1
	1
	1
(1)
	3
(1)
	
	
	1
	1
	1
(1)
	3
(3)
	6
(4)
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	10
(6)

	八尾土木事務所
	
	
	1
	
	1
(1)
	1
(1)
	3
(2)
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	1
	1
(1)
	2
(1)
	6
(3)

	富田林土木事務所
	
	
	1
	
	1
	3
(2)
	5
(2)
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	2
(2)
	2
(2)
	8
(4)

	鳳土木事務所
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	
	
	
	0
	
	1
	1
	
	2
	4

	岸和田土木事務所
	
	
	
	1
	3
(1)
	1
	5
(1)
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	1
	2
	3
(3)
	6
(3)
	12
(4)

	西大阪治水事務所
	
	
	
	
	1
	1
	2
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	1
	3

	寝屋川水系改修工営所
	
	
	
	
	1
	2
(2)
	3
(2)
	
	
	
	
	
	2
(1)
	2
(1)
	
	
	1
	1
(1)
	2
(1)
	7
(4)

	北部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	
	
	
	
	1
(1)
	2
(2)
	3
(3)
	
	
	
	
	0
	4
(4)

	東部流域下水道事務所
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	1
	
	4
(3)
	2
(1)
	7
(4)
	
	
	
	
	0
	7
(4)

	南部流域下水道事務所
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	1
	2
	1
(1)
	
	4
(1)
	
	
	
	
	0
	5
(1)

	安威川ダム建設事務所
	
	
	1
	
	
	
	1
	
	
	
	
	
	1
	1
	
	
	
	1
(1)
	1
(1)
	3
(1)

	箕面整備事務所
	
	
	
	1
	
	
	1
	
	
	
	
	
	
	0
	
	
	
	
	0
	1

	計
	
	
	4
	4
	10
(2)
	16
(9)
	34
(11)
	
	1
	5
	4
	12
(9)
	18
(9)
	40
(18)
	
	2
	7
	15
(15)
	24
(15)
	98
(44)

	合　　計
	
	1
	7
	4
	10
(2)
	17
(9)
	39
(11)
	1
	3
	8
	4
	14
(11)
	19
(9)
	49
(20)
	
	2
	7
	15
(15)
	24
(15)
	112
(46)


 (3)　予算グループ　
都市整備部全体の予算編成並びに決算に関する事務を主な事務内容とし、本庁並びに各予算執行機関への歳出予算の配当、国庫支出金の受入及びその他調整事務を処理した。

また、会計検査院の受検対応、監査及び新公会計制度にかかる部内調整事務を処理した。
　ア．歳　　　入

　　　当該年度の歳入額は、一般会計471億5,475万6,943円、特別会計996億5,321万3,079円、合計1,468億797万22円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	負担金
	円
1,760,954,107
	円
1,760,954,107
	％
3.8
	

	使用料
	4,871,579,873
	4,853,419,373
	10.2
	

	手数料
	16,357,000
	16,357,000
	0.0
	

	国庫補助金
	30,935,310,200
	30,935,310,200
	65.7
	

	国庫委託金
	3,345,280
	3,345,280
	0.0
	

	財産運用収入
	156,814,424
	155,806,824
	0.3
	

	財産売払収入
	197,027,432
	197,027,432
	0.4
	

	寄附金
	5,227,633
	5,227,633
	0.0
	

	特別会計繰入金
	329,463,000
	329,463,000
	0.7
	

	基金繰入金
	588,663,968
	588,663,968
	1.3
	

	延滞金、加算金及び過料等
	477,102
	473,902
	0.0
	

	貸付金元利収入
	2,582,149,466
	2,582,149,466
	5.5
	

	受託事業収入
	4,790,126,741
	4,790,126,741
	10.1
	

	雑入
	8,298,072,039
	936,432,017
	2.0
	

	計
	54,535,568,265
	47,154,756,943
	100.0
	


港湾整備事業特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	使用料
	円
2,889,068,287
	円
2,846,691,666
	％
27.6
	

	財産収入
	3,527,427,027
	3,527,427,027
	34.2
	

	他会計繰入金
	2,762,793,000
	2,762,793,000
	26.7
	

	雑入
	23,894,082
	23,042,070
	0.2
	

	府債
	994,000,000
	994,000,000
	9.6
	

	繰越金
	172,669,389
	172,669,389
	1.7
	

	計
	10,369,851,785
	10,326,623,152
	100.0
	


流域下水道事業特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	負担金
	円
24,264,004,219
	円
24,264,004,219
	％
30.6
	

	国庫補助金
	8,273,220,000
	8,273,220,000
	10.4
	

	他会計繰入金
	22,017,481,000
	22,017,481,000
	27.8
	

	繰越金
	2,074,824,044
	2,074,824,044
	2.6
	

	受託事業収入
	1,745,781,819
	1,745,781,819
	2.2
	

	雑入
	80,289,524
	80,289,524
	0.1
	外に他部局収入4,068

	収益事業収入
	622,725,540
	622,725,540
	0.8
	

	府債
	20,107,000,000
	20,107,000,000
	25.3
	

	使用料
	115,557,888
	115,557,888
	0.2
	

	計
	79,300,884,034
	79,300,884,034
	100.0
	


不動産調達特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	繰越金
	円
77,684,418
	円
77,684,418
	％
1.4
	

	財産収入
	5,000,000,000
	5,000,000,000
	90.6
	

	雑入
	799
	799
	0.0
	

	一般会計繰入金
	442,979,824
	442,979,824
	8.0
	

	計
	5,520,665,041
	5,520,665,041
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	項　　　目
	調　定　額
	収　入　済　額
	比　率
	摘　要

	財産収入
	円
7,006,480
	円
7,006,480
	％
　0.2
	

	財産売払収入
	485,452,904
	485,452,904
	10.8
	

	他会計繰入金
	1,969,697,510
	1,969,697,510
	43.7
	

	雑入
	15,441,348
	15,441,348
	0.3
	

	立替施行事業収入
	12,765,610
	12,765,610
	0.3
	

	府債
	894,000,000
	894,000,000
	19.8
	

	国庫補助金
	1,120,677,000
	1,120,677,000
	24.9
	

	繰越金
	0
	0
	0.0
	

	計
	4,505,040,852
	4,505,040,852
	100.0
	


イ．歳　　　出

当該年度の歳出額は、一般会計1,581億1,979万7,708円、特別会計953億6,087万802円、合計2,534億8,066万8,510円であり、その内容は次のとおりである。

一般会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	都市整備
管理費
	円
14,654,760,000
	円
12,181,383,485
	円
11,884,733,066
	％
7.5
	繰越額　　

0

他部課配当額

2,473,376,515

	道路
橋りょう費
	69,803,126,000
	69,699,684,134
	65,157,372,991
	41.2
	繰越額
3,213,043,855
他部課配当額

103,441,866

	河川海岸費
	56,409,875,000
	56,136,805,084
	46,520,829,516
	29.4
	繰越額
8,547,038,000
他部課配当額

273,069,916

	港湾費
	1,768,548,000
	1,768,548,000
	1,657,232,902
	1.1
	繰越額

28,000,000
他部課配当額

0

	都市計画費
	33,209,674,000
	33,189,817,160
	31,233,951,223
	19.8
	繰越額
1,494,066,000
他部課配当額

19,856,840

	土木施設
災害復旧費
	151,407,000
	151,407,000
	61,756,520
	0.0
	繰越額
0

他部課配当額

0

	小計
	175,997,390,000
	173,127,644,863
	156,515,876,218
	99.0
	繰越額

13,282,147,855
他部課配当額

2,869,745,137

	他部課
予算分
	1,683,234,037
	1,683,234,037
	1,603,921,490
	1.0
	

	計
	177,680,624,037
	174,810,878,900
	158,119,797,708
	100.0
	


流域下水道事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	流域
下水道費
	円
79,868,846,520
	円
79,395,622,765
	円
76,305,940,876
	％
100.0
	繰越額

1,312,642,000
他部課配当額

473,223,755

	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0
	

	計
	79,869,846,520
	79,396,622,765
	76,305,940,876
	100.0
	


港湾整備事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	港湾整備
事業費
	円
9,853,598,000
	円
9,788,493,010
	円
9,537,109,091
	％
100.0
	繰越額

25,490,000
他部課配当額

65,104,990

	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0
	

	計
	9,854,598,000
	9,789,493,010
	9,537,109,091
	100.0
	


不動産調達特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	都市開発費
	円
0
	円
0
	円
0
	％
0.0
	

	公共用地
先行取得費
	5,442,982,000
	5,442,982,000
	5,442,979,824
	100.0
	

	計
	5,442,982,000
	5,442,982,000
	5,442,979,824
	100.0
	


箕面北部丘陵整備事業特別会計

	項　　目
	予　算　額
	予算配当受額
	支　出　済　額
	比率
	摘　要

	土地区画整理事業費
	円
2,569,483,000
	円
2,530,723,389
	円
1,849,475,132
	％
45.4
	繰越

264,657,000
他部課配当額

38,759,611

	関連事業費
	2,570,985,000
	2,570,985,000
	2,225,365,879
	54.6
	繰越

344,934,230



	予備費
	1,000,000
	1,000,000
	0
	0.0
	

	計
	5,141,468,000
	5,102,708,389
	4,074,841,011
	100.0
	


ウ．国費関係事務

国庫補助金に関する支出負担行為担当官として事務を処理した。

	所 管 及 び 会 計 区 分
	金　　額
	

	
	
	左 の う ち 大 阪 府 分

	国土交通省所管分
	円
102,674,464,107　
	円
37,910,908,200　

	
	一般会計
	102,674,464,107　
	37,910,908,200　

	
	東日本大震災復興特別会計
	0　
	0　


(4)　都市整備部指定出資法人管理事項

　ア．指定出資法人の名称

　　　　大阪高速鉄道株式会社

　　　　大阪府道路公社

　　　　大阪府土地開発公社

　　　　堺泉北埠頭株式会社

　　　　公益財団法人　大阪府都市整備推進センター

　　　　大阪外環状鉄道株式会社

　　　

　イ．指定出資法人の管理について

　　　指定出資法人の管理については、平成4年4月1日に制定された「大阪府出資法人の設立及び運営指導等に関する事務要綱」の定めるところにより実施している。

平成28年度は、平成27年度分について経営評価制度を実施し、また、団体の事業計画書、予算書、業務報告書、決算関係書類等について指導を行うとともに、協議関係書類の合議を受けるなど団体の適正な管理に努めている。
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